
雲仙市で設備投資をお考えの皆様

「半島税制」でお得に設備投資！

税負担軽減

固定資産税などの軽減（地方税）

国の財政支援の下で、事業税、不
動産取得税、固定資産税の税率が優
遇されます。

法人税・所得税の軽減（国税）

対象業種の事業者が対象設備の取
得、建設等を行った場合、５年間、
割増償却（減価償却の特例）ができ
ます。

○対象業種

○対象設備

製造業、旅館業、農林水産物等販売業、情報サービス業等

機械・装置、建物・附属設備、構築物

最小で500万円の設備投資から利⽤可能︕
製造業と旅館業は事業者の資本⾦の規模に応じて、農林水産物

等販売業と情報サービス業等は資本⾦の規模に関わらず最小で500
万円の設備投資から利⽤可能。

国税の優遇（割増償却）は５年間。地⽅税も３年間優遇。

優遇期間は最⻑５年間︕

法人税・固定資産税などの軽減のチャンス！

取得、建設、改修などに適⽤



■ 国税優遇措置の対象業種、取得価額等の要件
事業者の規模
（資本⾦） １,000万円以下 1,000万円超

5,000万円以下 5,000万円超

対象 機械・装置、建物・附属設備、
構築物に係る取得等

機械・装置、建物・附属
設備、構築物に係る新増設

取
得
価
額

製造業・旅館業 500万円以上 1,000万円以上 2,000万円以上

農産物等販売業・
情報サービス業等 500万円以上※

償却限度額 機械・装置︓普通償却限度額の32％
建物・附属設備、構築物︓普通償却限度額の48％

適⽤期間 ５年間
※ 一般的な国税優遇措置の対象業種、取得価額等の要件を記載しています。
※ 農林水産物等販売業及び情報サービス業等については、事業者の資本⾦が5,000万円を超える場合、新増設に係る取得等が対象。
※ 税務申告を⾏う際、当該設備投資が、雲仙市が策定した「雲仙市産業振興促進計画」に適合している旨の確認書を提出する必要があります。

確認書の申請については、雲仙市商工労政課（0957-38-3111）にお尋ねください。

■ 雲仙市における固定資産税の特例措置
雲仙市半島振興対策実施地域指定による固定資産税の不均⼀課税に関する条例
対象地域 雲仙市内全域

対象事業
製造業・農林水産物等販売業・旅館業・情報サービス業等のうち常時雇⽤人数が
以下の者
新設の場合︓１０名以上
増設の場合︓５名以上

対象設備
家屋︓「建物およびその附属設備」のうち、直接事業の⽤に供する部分
償却資産︓「機械および装置」のうち、直接事業の⽤に供するもの
⼟地︓対象となる家屋の垂直投影部分（取得の⽇の翌⽇から起算して１年以内に
当該⼟地を敷地とする当該家屋の建設の着手があった場合に限る）

特例内容

当該施設を新設し、もしくは増設した⽇の属する年の翌年（当該⽇が１⽉１⽇で
ある場合においては、当該⽇の属する年）の４⽉１⽇の属する年度以降３年度分
の固定資産税の不均一課税を⾏う。
初年度 ︓１００分の０．１４
第２年度︓１００分の０．３５
第３年度︓１００分の０．７０

適⽤期限 令和３年３⽉３１⽇

内容 問い合わせ先 電話番号

産業振興促進計画・確認申請 雲仙市政策企画課・商工労政課 ０９５７－３８－３１１１

市税について 雲仙市税務課固定資産税班 ０９５７－３８－３１１１

県税について（個人） 県央振興局税務部課税課 ０９５７－２２－０５０８

県税について（法人） ⻑崎振興局税務部課税第一課 ０９５－８２１－９４３４

国税について 島原税務署 ０９５７－６２－３２８１

半島振興法制度全般について 国⼟交通省半島振興対策室 ０３－５２５３－８４２５


